平成２３年度　第１回

広島市国民健康保険運営協議会

議　 事 　録

広島市健康福祉局保険年金課

日　　時　　　平成２３年９月８日（木）　　午後３時３０分～午後５時１０分
場　　所　　　広島市役所１４階第７会議室
出席委員　　　植田委員、平本委員、三木委員、正岡委員、池本委員、熊谷委員、永野委員、
　　　　　　中村委員、都留委員、向井委員、以上１０名
欠席委員　　　林委員、吉岡委員、松本委員、小林委員
事務局　　　健康福祉局長、健康福祉局次長、保険年金課長、保健指導担当課長、課長補佐(事)管理係長、課長補佐（事）保険係長、課長補佐(事)保健予防・指導係長、主幹、主査

 以上１０名
平成２３年度　第１回広島市国民健康保険運営協議会

　　　　　　　　　　　　
都留会長　　定刻になりましたので、ただ今から平成２３年度第１回広島市国民健康保険運営協議会を開催させていただきます。委員の皆様方におかれましては、ご多忙中のところご出席いただきましてありがとうございました。まず委員の先生の交代がございますので、事務局から説明をお願いいたします。
森川課長　　このたび保険年金課長となりました森川と申します。よろしくお願いいたします。

　それでは、委員の交代についてご説明させていただきますので資料１をご覧ください。
　保険医・保険薬剤師の代表であります土江委員さんが退任されまして、後任として熊谷委員さん、また、被用者保険等保険者代表であります前新委員さんが退任されまして、後任として小林委員さんに新たに就任していただいております。資料２に委員名簿をお付けしております。
　なお、小林委員さんにおかれましては、本日は所用のため欠席でございます。

　それでは、事務局職員もこの４月で異動となっておりますので、局長から自己紹介をさせていただきます。

糸山局長　　健康福祉局長の糸山と申します。私もこの４月から参りました。どうぞよろしくお願いいたします。
原田次長　　健康福祉局次長の原田でございます。よろしくお願いいたします。
　
加納課長　　昨年度に引き続き、保健指導担当課長の加納と申します。よろしくお願いいたします。
都留会長　　それでは審議に入りますが、再度、健康福祉局長さんから一言ご挨拶をお願いいたします。
糸山局長　　あらためまして、健康福祉局長の糸山でございます。今日は、本当に、皆さんお忙しい中、また暑い中、当協議会にご出席いただき、ありがとうございます。

また、日ごろから国民健康保険事業をはじめ、本市の行政に格別のご支援とご協力を賜っており、この場をお借りして感謝申し上げます。

さて、皆さんに言うまでもないことですが、国民健康保険は我が国の医療保険の中でも大変ウェイトは大きいのですが、非常に財政基盤が脆弱であるという構造的な問題を抱えております。加えて後期高齢者医療制度の廃止に伴う新たな高齢者医療制度であるとか、国保運営の広域化であるとか、今後、大きな変化が見込まれております。

　こうした中、今日の運営協議会では、平成２２年度の決算見込みなどについて皆様方にご説明し、ご審議いただくことにしております。本市の国民健康保険事業も、会計規模は1,200億円を超えているということで、一般会計の繰出金も２２年度は約82億円ということで、市の財政運営にも影響が大きい要素の一つになってきております。

　こうした中で、今日、今から皆様方に２２年度の財政状況をご説明させていただいて、忌憚のないご意見をいただきまして、そういったことを踏まえながら、本市の国民健康保険の安定的な運営、あるいは円滑な運営につなげていきたいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。以上、簡単ですが開会にあたっての挨拶とさせていただきます。
都留会長　　では、さっそく議事に入らせていただきます。委員定数が１４名中、ご出席の委員が１０名でございます。半数以上の出席ということで定足数を満たしておりますので、本日の会議は成立いたしました。
　本日の議題は資料のとおりです。なるべく早く、できましたら１７時ごろまでには終わりたいと思いますので、簡潔に、かつ活発にご意見をいただきたいと思います。

　傍聴の方々は手元にあります傍聴要領を守っていただき、ご静粛に傍聴ください。

　では、これから、本日の議題であります、平成２２年度の国民健康保険事業特別会計決算見込について、それから、被保険者への医療費の通知についての議事に入りたいと思います。
　まず、議題（１）の国保の特別会計決算について事務局の方から説明をお願いします。
森川課長　　それでは、平成２２年度国民健康保険事業特別会計決算見込について、座ってご説明させていただきます。まず、お送りしております「平成２２年度の国民健康保険事業実施状況」の概略を説明させていただきますので、参考資料１をお出し下さい。
　それでは１ページをお開きいただきまして、ここには平成２２年度の主な制度改正について説明しております。
　（１）は保険料賦課限度額の引き上げということで、基礎賦課額分、医療分ですが４７万円から５０万円に、後期高齢者支援金等賦課限度額、支援分ですが１２万円から１３万円、介護納付金賦課額分、これは据え置きで１０万円ですので、合わせて２２年度は最高額が７３万円ということになっています。

　（２）は非自発的失業者に係る保険料軽減措置の実施です。これは２２年度から始まっておりまして、これは災害や失業等の特別な事情により保険料の支払いが困難な場合に実施している保険料の減免制度とは別に、新たに、倒産とか解雇など事業主の都合により離職された方を対象に、前年中の給与所得を１００分の３０に減額して保険料を算定するというものですが、減免の期間が離職日の翌日の属する月から翌年度末までという制度ができております。

　（３）（４）（５）につきましては、以前あった現行制度の措置期間の延長ということで、説明は省略させていただきます。

　（６）は、広島市において新たに取り組んだことですが、昨年１０月から、被保険者証を世帯証からカードサイズの個人証に致しました。さらに、参考と書いていますが、今年度は７０歳以上の方にお渡ししておりました高齢受給者証、これとも一体化を行って、それに伴って、今回、８月からは１枚のカードで送付しております。
　２ページをご覧ください。ここには被保険者数、被保険者世帯数ということで、被保険者数、被保険者世帯数とも、平成２１年度、平成２２年度とも、ほぼ横ばい状態です。被保険者数は、平成２２年度、一番右側ですが28万6,624人になっています。下の表で世帯数は17万199世帯です。

　３ページをご覧ください。こちらは保険給付等です。（１）の療養の給付ですが、医療費は、平成２２年度は前年度に比べ3.2％増加して1,042億2,940万円で、１人当たり医療費としましては35万9,877円で、こちらのほうは政令市でも一番となっております。

　４ページは保険料です。（１）、（２）、（３）で医療分、支援分、介護分をそれぞれ出しておりまして、平均保険料の部分だけを説明させていただければ、医療分は１人当たり平均で6万4,039円、支援分は1万9,785円、介護分は2万27円となっております。

　次の５ページをご覧ください。これは保険料軽減・減免状況です。先ほど説明しました非自発的、倒産や解雇による失業者に係る保険料の軽減でございますけれども、平成２２年度は対象者は4,722人でした。
　一番下の６、保険料の収納率をご覧ください。一番右側の欄が平成２２年度ですが、現年分収納率は86.91％で前年度を0.73ポイント上回っていますが、滞納繰越分は18.86％で前年度を0.44ポイント下回っております。全体でも前年度に比べて0.35ポイント下回り、72.02％となっております。
　次に６ページをご覧ください。ここからは保健事業についての報告ですが、（１）特定健康診査・特定保健指導です。当運営協議会でもいろいろとご意見をいただいているところでございますが、「ウ」にあるような取組を昨年度も行いましたが、結果的に「エ」の実施状況ですが、特定健康診査実施率は昨年度を0.8ポイント下回って13.4％、その下の特定保健指導も5.5ポイント下回り26.3％という状況でございました。

　次のページは、人間ドック、はりきゅう施術費の事業で、８ページ以降は保険料などの政令市比較ですが、説明は省略させていただきます。こうした状況の中で決算を説明させていただきますので資料３をご覧ください。
　まず歳入ですが、こちらの表は、歳入区分ごとに左から、当初予算額、最終予算額、決算額、決算額と最終予算額との差引増減額、決算額構成比、対前年比という形で出しております。

　主に、平成２１年度と比較して大きく変わった点を中心に説明させていただきます。
　まず一番上の保険料ですが、医療費の増加などを受けまして、２１年度と比べて1.2％増加して、決算額は242億5,600万円弱で、歳入全体では20.4％を占めております。

　次の手数料は省略しまして、その下の国庫支出金は下の方にも説明を付けておりますが、療養給付費等負担金や共同事業負担金などを合わせたものですが、全体に占める割合は24.4％で、対前年比は95.9％と減少しており、289億9,400万円あまりとなっております。これが減っている理由ですけれども、後ほど説明いたしますが、前期高齢者交付金の増加に伴って、国からの療養給付費等負担金が減少したことにより95.9％という形になっております。同様に県支出金も減少しています。

　その下の療養給付費交付金につきましては、２０年４月にすでに廃止されております退職者医療制度が６５歳未満の方については２６年度まで適用されるということになっておりまして、交付されているものです。会社などを退職されて国保に加入されている方で厚生年金を受給されている方、いわゆる退職被保険者にかかる医療費などの費用について、各保険者さんからの拠出金を充てまして社会保険診療報酬支払基金から交付されているものです。こちらは２１年度に比べて5.1％増加して、70億6,800万円弱となっています。

　次の前期高齢者交付金、こちらは６５歳から７４歳までの方を前期高齢者と言っていますが、こちらの財政調整制度に伴う交付金です。先ほど申し上げましたように、２１年度に比べて28.3％増加しております。323億9,600万円弱で歳入全体の27.3％を占めています。この前期高齢者交付金は概算でその年に交付され、２年後に精算するという仕組みになっておりまして、今回、２０年度の精算が初めてありまして、その結果として増加して伸びているという状況です。
　その下は共同事業交付金、その次は繰入金ですが、本市の一般会計からの繰入金で、これもやはり前期高齢者交付金の増額に伴って対前年比で71.1％、82億4,500万円あまりとなっています。

　これらの歳入の合計は、２１年度に比べて2.2％増加して1,187億993万7千円という状況です。

　それでは２ページをご覧ください。こちらは歳出の表ですが、歳入と同様に、歳出区分ごとに構成しております。また、上から２つ目の保険給付費については下の欄に内訳を出しております。

　２ページの表の上にあるように、歳出は、総務費、保険給付費、諸支出金、予備費で構成されておりまして、各費目とも増加し、３番目の諸支出金は２１年度に比べて37.5％増加しています。これは国庫負担金の返還金の増加や保険料の過誤納還付金が増加したことによるものです。
　その上の保険給付費は歳出全体の97.6％を占めていますので、下の内訳で説明いたします。
　保険給付費の中でも、一番上の療養給付費、これが65.6％を占めておりまして、これは皆さんご存知のように、医療費などの費用で一部負担金を除いたものを本市が負担しているもので、２１年度に比べ3.2％増加した結果、76億1,500万円弱となっております。

　その下の療養費、それから高額療養費、出産育児一時金、葬祭費、これらについては支給件数が増加しておりまして、２１年度に比べて増加という状況になっております。次の審査支払手数料もそれに伴って増加しております。
　次の後期高齢者支援金、その下の前期高齢者納付金、これにつきましては、先ほど歳入の所でご説明申し上げた前期高齢者交付金と同様の仕組みになっておりまして、概算で支出した後、２年後に精算するということで、精算によって減額になっております。後期高齢者支援金は対前年度比で95.3％で117億5,800万円あまり、また前期高齢者納付金は対前年度比で57.8％で2,000万円あまりとなっております。

　次の老人保健拠出金、すでに老人保健制度は終了しておりますが、月遅れ請求分ということで出ております。年々減少しておりまして、２２年度は2億2,500万円あまりとなっております。

　次の介護納付金は、４０歳から６４歳までの被保険者数によって国の定める単価で支出しておりまして、概算単価が増加したことにより、２１年度に比べて6.5％増加して47億2,700万円弱となっております。

　次に共同事業拠出金ですが、これは30万円を超える高額な医療費について、県内の市町において一定の基準の下に費用を出し合う事業のための拠出金ですが、２１年度に比べ2％増加ということで126億9,800万円弱、こちらは歳入でも出てきておりますけれども、広島市は拠出金よりも交付金の方が3,900万円ほど歳入の方が多くなっている状況です。
　こうした保険給付費を含む歳出全体の決算額は1,187億993万7千円で、一番下の歳入歳出差引額、同額で決算する予定としております。
　３ページは、歳入歳出をわかりやすく円グラフにしたものです。以上でございます。
都留会長　　ただ今のご説明に対して、ご質問、あるいはご意見がある方は挙手を願います。
向井委員　　３ページの一番上ですね、政令市で一番高い医療費ということで、これについて、医療費適正化というか、２２年度で一番こういうことを重点的に行ったということは何があるんでしょうか、項目だけでも教えていただければありがたいのですが。
森川課長　　広島市では、これからご説明しようと思っておりますが、医療費通知を昨年度に引き続き取り組んでおります。あとは保健指導ということで、嘱託の保健師が１人おりまして、頻回や重複受診、１か月に１５日以上または５か所以上受診されている方のデータに基づきまして個別訪問を、１か月で３０人程度の方の所を個別訪問して、受診の状況などをお聞きしております。
　今後取り組みたいと思っておりますのが、以前この協議会でも協議していただいておりますけれども、ジェネリック医薬品については希望カードしかお送りしていないので、個別通知については、国保連もシステムを構築中ですので、今後、取り組んでいけたらと思っております。
向井委員　　もう一つは保健事業で、多分、政令市では低い方だろうと思うんですよね。それについてどのようなやり方で、また、保健指導そのものですよね、大体何人くらい保健師さんがいらっしゃって、どういうふうな活動を行って、例えば、特定保健指導だったら初回面談があって、６か月ずっとやっていくという形になってるんですが、そのあたりはどうなんでしょうか。
加納課長　　まず、政令市での受診率の位置ですが、まだ２２年度は暫定なのですが、現在のところ最下位です。それと特定保健指導につきましては、広島市の場合は積極的支援は委託をしております。これは通知を差し上げて、ご本人さんに選んでいただいて行っていただくという方法です。動機付け支援は直営で行っております。これは、各保健センターに２名の、看護指導員という看護師とか保健指導員の免許を持っている方ですが、看護指導員が直接出向いて指導させていただいております。ですから１６名の看護指導員で動機付け支援を対応しております。
向井委員　　積極的支援の数字はわかりますか、もしもわかればでいいのですが。
加納課長　　すみません、まだ２２年度の数字は出ていなくて、積極的支援の対象者数と利用者数ですが、全体で２１年度は1,079人、利用者は86名、利用率といたしましては8.0％です。

向井委員　　まあ２２年のことですからもう終わったことなんですが、やっぱり今から医療費の適正化ということになると、保健指導とか、１次予防、３次予防も含めてですが、そういうことに力を入れていかないと、保険料も上がっていく中で皆保険そのものがおかしくなると、協会けんぽも一緒ですが、ぜひそのあたりも力を入れてやっていただきたいと思います。
都留会長　　予防の方が大事ということでご意見をいただきましたが、他に決算に関してご意見ございませんか。

熊谷委員　　平成２２年度における主な制度改正等の（６）被保険者証の個人証化について、一点ご質問させていただきたいと思います。
　世帯に１枚交付する世帯証から、いわゆる個人証への変更に伴って、高齢者受給者証の一体化を踏まえた有効期限の統一というご報告がございましたが、これは市民にとっても資格関係書類の保管、把握という観点から非常に有益なことであろうと思いますし、一方、医療機関にとりましても資格確認が非常にやり易くなるということで、両方の面から大変よろしくなるということで高く評価したいと思います。
　これに関して、前回、平成２２年度の第２回協議会におきまして、私の前任の土江が、この件について、家族から個人へ、すなわち紙媒体からカードへの変更に伴って自己負担金の３割の明示がなくなったということについて質問させていただいております。これについては、きちんと３割と書いてほしいと。海田町は３割と書いてあるしお願いしたい、と議事録に書いてあります。これについて課長さんから、政令市ではやってないようで、様子を見て対応したいと思っていたが、近隣の海田町でやられているということであれば、これを念頭にもう一度検討したいとの回答がございました。これにつきまして検討結果をご報告いただきたいと思い質問をさせていただきました。
森川課長　　こちらで調べましたら、県内で個人証化されて、負担割合を出されているのは府中町ということでした。政令市では千葉市が表示されているという状況でした。

　やはり他都市でも少ない状況ですけれども、表示した場合は市民サービスの向上につながると思っております。ただ、そのためにはシステムの改修を伴います。それで、今、平成２５年度中にシステムの再構築を行うということで取り組んでおりますので、その中でできるように今後検討していきたいと考えております。土江委員は代わられるということで、このことは土江委員さんにも説明させていただいております。

熊谷委員　　土江委員個人ということではございませんので、協議会としての質問であると理解しておりますので、この協議会でのご返答をお願いしたということでございます。システムの改修ということですが、ただ３割と明示するだけのことですので、大きなシステムの変更が必要かどうか、と思ったのが一点と、前回、土江委員も申し上げたことですが、市町村国保の場合は日本語が難しい外国人の方もいらっしゃいます。私自身も頻繁に、市内の中心部ですので大変頻繁に経験いたします。それが書いてあれば無用なトラブルの防止にもなりますので、ご報告にもありましたように、ご検討いただければと思い、再度質問させていただきました。
都留会長　　他にご意見ございませんか。

平本委員　　資料３の３ページに円グラフがあります。その中で私が分かるのが国庫支出金、保険料、県支出金、一般会計繰入金、これは分かりますけども、前期高齢者交付金、共同事業交付金、この財源というのはいわゆる税金ですか、それとも、他の健康保険に加入された方がどこかに預けて国から降りてくるお金で、いわば税金でなくて他の方の医療保険から回ってきたお金でしょうか、この点についてご説明をお願いしたいと思います。
森川課長　　資料３の１ページの、※印の４のところでご説明させていただいているんですが、前期高齢者交付金ということで、６５歳から７４歳の方は保険者によって偏在がありますので、その不均衡を調整するために、前期高齢者の加入率が全保険者の平均よりも低い保険者が、社会保険診療報酬支払基金へ納付する納付金を財源として、前期高齢者の加入率が平均よりも高い保険者へ分配するという仕組みで、普通に考えましたら、被用者保険は前期高齢者が少ないので通常は拠出し、市町村国保は高齢者が多くなっていますので交付金として分配されるということです。

平本委員　　お聞きしたいのは、税金ではなくて、誰かが掛けたお金が回っているということですね。いわゆる公的な税金から回ってきたお金ではなくて、国民が保険料として集めたお金がぐるぐる回って交付されたお金という解釈でいいですか。
森川課長　　共同事業交付金も、こちらも県内の市町が拠出し合って、高額の療養費について行っている事業で、拠出金を財源として交付されるものです。これに対する国の補助は別ですから、そういう意味では共同事業交付金も税金が入っているわけではないです。
平本委員　　国庫補助金は24.4％だけということで理解してよろしいでしょうか。以前、協議会を傍聴したときに、他に国庫負担金だけではなくて、国から国保に入っているということをお聞きしたので、ここで白黒はっきりさせたいと思ったので、国からのお金は国庫支出金だけという理解でよろしいですね。
森川課長　　この区分でしたら、そういうことになります。

平本委員　　ありがとうございました。
都留会長　　他の制度から国保にこれだけ、高齢者が多いので、そちらから移されてきていると考えていいわけですよね。保険料というわけですよね。

向井委員　　ちなみに、協会けんぽ、日本最大の保険者なんですが、大体3,500万人いるんですが、国保には年間1兆3,000億円を払っています。後期高齢者には1兆5,000億円払っています。両方で2兆8千億円払っています。それが、中小企業の保険料の上昇にもの凄く関係しております。払う方から言えば税金でも保険料であろうとも一緒ということですよね。多分、サラリーマンの方、会社を経営してらっしゃる方は、なんでこんなに高いのかという話になると思います。だから出所というよりは払う方から言えば同じということですよね。片方は税金、片方は保険料、片方は市民税、片方は県税というふうにお考えになられれば。
都留会長　　何かご意見はありませんか。

池本委員　　さきほど被保険者証のシステム再構築を考えておられるということで、一点要望があるのですけれども、実際にあった話なんですが、７月２９日に、新しく８月からの保険証が区役所から送られてきて、今までの保険証は捨ててしまって、８月１日からの保険証を持って７月２９日に受診された方がおられて、これは厳密に言うと無保険で、保険証には明確に８月１日から有効と書いてありますので厳密にいうと無保険なので１０割いただいて、捨ててしまった保険証は区役所へ行って再発行していただいて、再発行したものを持ってきたら３割とか１割をお返ししますよということになって結構もめたことがありまして、例えば運転免許証は切り替えたらすぐに使えますよね。システム再構築のときに、それも考えていただきたいんですけれども。大抵の人は新しいのが来たら古いのは捨てちゃいますよね。再構築の時にそれも念頭に入れていただきたいのですが。

森川課長　　できるかどうかも含めて回答させていただきます。

都留会長　　つなぎの問題ですね。無保険者になるというよりも保険証を持っていない、不携帯ということですね。

　他にございませんか。運営上の問題やその他、お聞きになりたいこと。どうでしょうか。

　それでは、議題（１）の平成２２年度国民健康保険事業特別会計決算見込については、本協議会としてはご賛同を得たものとして処理してよろしいでしょうか。
（「異議なし」の声）

都留会長　　それでは、被保険者への医療費の通知について事務局のご説明をお願いします。
森川課長　　それでは資料４をお出しください。こちらを説明させていただきます。医療費通知の必要性、もちろん、医療費の適正化ということで市は必要だということで実施しておりますけれども、被保険者の方から様々なご意見が寄せられています。本市におきましても、そういった意見を踏まえて、特に通知回数については見直しが必要ではないかと考えております。見直しに当たっては、本協議会の皆さんにご意見を伺いたいということで、本日の議題にさせていただいておりますので、簡単に概要を説明いたします。
　まず、目的は、被保険者の方に健康に対する認識を深めていただくということと、国保事業への理解の高揚を図って、保険事業の健全な運営に資するということです。

　通知内容は、お手元に参考として医療費通知の用紙お配りしておりますけれども、受診者名、受診年月、医療機関等の名称、入院又は通院の日数、食事療養費がある場合はその食事療養費の総額、医療費の総額、入院・通院・歯科・薬局・食事、それから、本年６月からは柔道整復師による施術の別も出すようにしております。
　通知回数及び通知方法ですが、当初は年１回ということで５８年度に始まって封書で行っておりました。１１年度から６回になり、１３年度で経費削減ということで圧着葉書に変更しました。

　実施状況ですが、事業費は２２年度は4,437万7千円、これは主に通信運搬費と葉書を作る委託料になりますので、これを削減すれば、単純にはいきませんが回数を減らせば減らすだけ事業費は削減できるという状況です。通知件数は年６回でトータル74万6,474件です。

　本市に寄せられた意見ですが、一番上の所、こういった意見もあります。医療費通知が来るのが遅いのでもっと早くしてほしいと。年６回の今の状況でも、レセプトがこちらに返ってきてからということになりますと、診療月から最短でも４か月後の情報になります。長い場合は８か月後のものがここに記載されます。次に、通知回数は半年おきくらいでよいのではないかとか、葉書代を節約するためもっと効率よくできないかとか、もうやめるべきだという意見も寄せられています。
　他都市の状況としましては、本市と同じように年６回が多い状況ではありますが、年２回の所、４回の所、各市バラバラという状況です。先ほど申しましたようにシステム再構築ということで、今、改修経費を設けるよりは、システム再構築の際に新たな体制にしたいと考えておりますけれども、早めに皆さんのご意見をお聞きして検討したいということでご意見をお願いします。

都留会長　　いかがでしょうか。年６回、そして、経費削減のために、お配りされたような圧着ハガキにしているがいろんな意見があるということです。
向井委員　　回数は別として、去年と違うのは、この４月から医療明細書が出てるんですよね、要らない人は別として。そうすると医療機関の窓口で、今日はこれだけ掛かりましたというのが出ますよね。それには日付も載っているわけですよね。今の制度だったら年月しかわからないわけですよね。何日に行ったというのが出ていませんので。そういう面では、確かに８月の４か月前だったら４月には掛かったが何日だったか、本当に掛かったのかなということもありますし、多分わからないと思うんですよね。それが今の医療明細書になれば、今日掛かったときに注射を打ってもらったとか、中身が分かるかどうかは別として、そういう面では非常に効果があると思うんですよね。そういうような代替物ができたわけですから、皆さんに知らせるとなれば通知そのものをやめてもいいと私は思ってるんですが、なかなかそうはいかないとしたら回数だけは減らしてもいいと私は思います。代替物があるということですよね、ぜひ減らした方がいいと思います。
都留会長　　医療明細書も本人に渡ってるので、それに重複することはないし、あまり効果はないというご意見だと思います。いかがでしょうか。
植田委員　　賛成です。それと質問ですけれども、これを送ることによって、例えば、行ってないのに付いていたとか不正の発覚というものは過去にあったんですか。
森川課長　　件数とかは承知はしていませんが、確かにお問い合わせはあります。それで、不正の発覚まではいっていませんが、そういうことを受けまして、市で監査の権限がないので、県へ伝えまして、中国四国厚生局で調べられたりするという状況です。

植田委員　　ほとんどないということでしょうね。

三木委員　　通知については、向井委員と同じように年２回くらいでいいと思います。私が経験したのは、今年、南区の総合病院で耳鼻科へ掛かりまして、いつもと同じように診察と治療を受けましたが、３倍くらいの金額を窓口で請求されまして、治療費が高くなったんですねと言いましたら、パソコンで確認されて、失礼しました、別の人のもあなたに入れておりましたと言われました。私はこれはおかしいなと思ってすぐ質問して、そういう意味では、これを送ってもらった方がいいと思います。言われたとおり払う人だったらわからないと思うんですよね。別の人の計算が私の請求書に乗っかって出てきたことがありまして。そういうこともありました。参考までに。
都留会長　　お年寄りの方が多いですけども字が小さいですよね。圧縮するためにはしょうがないとも思いますけれども。他にございませんか、もう年２回くらいがいいんじゃないか、それとも、やめてもいいというご意見もありましたけれども。
正岡委員　　年４回を２回にしたら事業費は半額になると考えればいいんですか。

森川課長　　委託料は単純にはいかないと思いますが、通信運搬費は郵送料ですから、単純に割っていただければいいと思います。
都留会長　　コストパフォーマンスはどうなのかということもありますよね。他の方もそれでよろしいでしょうか。今、年２回くらいにしていいんじゃないかという意見がありましたが。
平本委員　　１年は春夏秋冬がございますので２回というわけにはいかないでしょう。やはり私は少なくしても春夏秋冬というふうに思いますよ。お金という面も大事でしょうけれども、やはり自分の健康に気を付ける、体に気をつけないといけないという自覚もこれによって生まれると思います。その部分は、ただ郵送料だけでは代えられないと思いますので、私は、今６回でしたら年４回にしていただきたいと思います。
都留会長　　健康に対する自覚ということと、自分がどれだけ使っているかということで年４回という意見。
向井委員　　今のご意見もよく分かるんですが、先ほど言ったようにですね、まったく代替手段がない話のときと、今みたいに医療明細書があるというのは、きっちり取っておけばいいわけで、それぐらいのことは個人でやらなければいけない。なんでもかんでも任せるのはどうなのかと私は思います。まったく医療費が分からないのであれば仰るとおりですが分かるわけですから。わざわざ医師会と保険者側で、この４月から無料で出しましょうということで、医師会の方もかなり譲歩されてできた制度だと思うんですよ。それを有効に使うということであれば、どこかで代替を求めないと何のためにやったのかと。ただ単に次から次へやるだけの話ではどうかと感じますので、私は２回でいいと思うんですが。
都留会長　　他にございませんか。ではそういうふうに意見を聴取するということで、何か変更があったりすれば、またこちらで話されるということで、今回はこのような意見が出たということにして、市で事業を進めていただきたいと思います。
　それでは、先ほど、土江前委員からのご要望の件がありましたが、もう一件、休日夜間の臨時窓口の開設についてお願いいたします。

森川課長　　土江委員からもう一点、医療機関の開業時間が市役所の開庁時間と違っていて、窓口に来られた患者さんの資格などについて市役所に尋ねたくてもできないという時間帯があって困ってらっしゃるということで、できれば市役所の閉庁時間帯であっても医療機関からの問い合わせができるよう、臨時窓口の開設を検討してほしいというご要望でございましたが、こちらで検討した結果をご説明いたします。

　まず、市役所の閉庁時間帯に臨時窓口を開設することについて、平日は２０時まで、土曜日でしたら９時から２０時まで、開設するならばこの時間帯ということで検討しまして、これに対応するためにはシステムを稼働させる必要があります。先ほど来、再構築の話をしておりますが、現行の国民健康保険の基幹システムは大型汎用機によって情報処理しておりまして、オンラインが終了した後、平日の夜間や土曜日にコンピュータのメンテナンスや各種データの一括情報処理を行っている関係で、すべての平日の夜や土曜日に開設できるわけではありません。さらに開設できる日は直前にならないとわからないという状況です。
　また、あわせて、臨時窓口の開設ということになりますと、人件費とシステムの運営経費を考えなければいけないのですが、いろいろなことを考えて最大に見積もりましても約１億円掛かるという状況です。これにつきましても現時点ですべてお応えすることは難しいと考えます。大型汎用機による情報処理の関係も、システムについては再構築で検討できるかと思いますので、そのあたりはもう少し経費の削減を考えていきたいと思います。こうしたことから、現時点においてはご要望にお応えすることは難しいと考えております。
都留会長　　土江委員からのご要望について、経費の点でも難しいのではないかというお話がありましたが、いかがでしょうか。

熊谷委員　　たまたま私もつい先日ございまして、外国人の方でしたが、保険証を持っている持っていると片言の日本語で言っておられましたが、はっきりしなかったもので、たまたま５時前だったので対応していただいた。これが６時とか７時であったら困っていたなと思ったところでございます。こういうことが土江委員からの質問のきっかけだろうと思います。人件費で4,000万円、システム運営経費で5,700万円、計9,819万円と、びっくりするような数字が出ていますが、これは年間経費と考えてよいでしょうか、となってくると、今、世間の流れはいわゆる番号制度といいますか、様々なものが社会的ＩＤで一元管理をしようじゃないかという流れもあると聞いておりますし、我々の、個人情報の塊である診療報酬明細もオンラインでやりとりされていますし、我々大丈夫かなと思ってますが、これが世の中の流れとして肯定するならば、こういったことも将来的にはきちんとしたリスク管理の中でオンライン化するのが世の流れなのかなとも考えます。これだけの金額が掛かるからこれは無理だと結論付けてしまうのは簡単ですが、そういう世間の流れを考えると、長期的に、今回のシステムだけではなくて、平常も電話対応での確認ではなくてオンラインシステムの中で資格確認ができるようなシステムが、極めて長期的な視野になるとは思いますが、国のそういった流れと相まって検討するという視点が必要なのかなと思いました。今回はこうした経費が必要だと、短期的にはなかなか難しいということであれば承らざるを得ないと思います。
都留会長　　他の方はいかがでしょうか。それでは、議題１はここで終了いたしましたけれども、その他のことについてはございますでしょうか。
平本委員　　まず、配布する資料がございますので、ちょっと見ていただければと思います。標題が「広島市国民健康保険運営協議会運営委員様」ということで、「国保広域化反対国庫負担増額等を国に求める意見書」ということで、インターネットで、海田町議会、府中市議会、庄原市議会のものを１から３ページに出しております。それと一番最後のページに、「大阪市　広島市　国保差押処分 対比」というのを付けておりますけれども、４ページについては数字が抜けているのがあるかもしれませんが、その点はご容赦いただきたいと思います。　
　まず、参考資料の１番、国庫負担増を国に求める意見書ということで、私、この２月の運営協議会の議事録の中で、こういうことを発言しているんですけれども、読まさせていただきます。

　「適正に集めた税金が再配分される社会保障制度を国保も目指すべきだと思うので、要は国に対して社会保障制度として、国保もろもろの健保制度を良くしてもらいたいという意見を、この広島市の国民保険の協議会としても声を出して国会に広島市としてきちんと意見書を上げていただきたい。そうすれば国民保険も健保も良くなると私は思います。ここで保険がどうとかこうとか言っても、いわゆるお互いが喧嘩というのではなくて、そういった意見の戦いをしてもなかなか難しいんですね、根本的な意見を上げてほしいと思います。」これは議事録に書いてあります。
　この中で、国に対して、国保の協議会なので、国保の国の負担を上げてほしいという意見書を、協議会として要望書を、議会に対して協議会から、厚生委員会になるのか本会議になるのかわかりませんけれども、そういう意見書をやってほしいという意見をこの会から上げていただきたいと思います。重ねて言いますけれども海田町議会、府中市議会、庄原市議会、それと、これに付けておりませんけども、世羅町も去年の１２月２４日、クリスマスイブに採択しているはずです。広島市に対して協議会として意見を上げてください。国保だけではないんですよ、社会保障ですから、協会けんぽも組合健保も社会保障制度なんです。ですから、この場は国民保険のことを話すので国民保険の意見書はいかがでしょうかとご提案申し上げます。

　それと最後の４ページです。「大阪市　広島市　国保差押処分対比」ということで表を作ってみました。なぜ大阪市と広島市との対比表かと言われましたら、あいにく私は大阪市しか資料が手に入りませんでした。見ていただくと、左側は国保の差押で大阪市のもの、下は広島市の国保の差押で、見ていただくと、2010年は大阪市は930件、広島市は965件、広島市が35件多いわけですけれども、８月２９日の朝日新聞より転載させていただきました。同じような数字なんですけれども入れ物が違うんです。大阪市の国民保険は49万6千世帯あまりです。広島市は17万あまりで、入れ物が2.8倍から3倍違うのにそれを上回る差押処分をなさっています。これについて私はちょっとひどいんじゃないかと思うんです。これは大阪市の例ですけど差押をされた方は自殺者が出てます。
都留会長　　広島でですか。

平本委員　　大阪市です。差押処分を受けるといろんなことがあるんです。大阪の場合ですけど、100万円以下しか現金がないのに60万円差押えられて、あと40万で生活していくということで、皆さん払いたくても払えないんですよ。見ていただくと、広島市の国保の払えない世帯が25.6％、繰越分も含むんですけどね、現実的に、ではこの25.6％の人が払わないというふうに理解されますか、督促もなさっていますし、収納員の方も回ってらっしゃるけれども払えないんですよ。払えない方に差押はいかがかなというふうに思います。その中には、たくさん資産があって悠々自適の方も中にはおられるかもわかりません。もう少し広島市も、地方自治法に市民の生活を守ると書いてあると思います。ここのところをどのようにしたらいいでしょうか、お聞かせください。
　それと右側の表です。上を見ていただくと、大阪市の差押処分の内訳で、不動産、普通預金、定期預金、生命保険、学資保険、その他となっていますけども、大阪は、高校や大学を目指す子どもさんの学資保険まで差押えているんです。広島市の国保の差押の内訳は、預貯金、給与、生命保険、その他、小計ということですけども、私、５月にこの件で、広島市の国保の「その他」の部分はなんですかとお尋ねしたら、各区役所が仕訳をしていないのでよく分からないということでした。もう少し、今からでも間に合いますから「その他」の部分について明らかにしてほしい。どうしてもできないのであれば、もう少し小さい仕訳をしていただきたいと思います。根本的に国保料が高過ぎるから差押や払えない方が発生すると思います。あと、国に対する意見書をお聞かせいただきたいというふうに思います。

都留会長　　他の委員の方いかがでしょうか。これに対するご意見を。

向井委員　　仰ることはよく分かるんですが、基本的には自己責任が根底にあるので、国にお金があればそうしてほしいんですけれども、何にもない状況で、今でも税金を上げるしかない状態になっているときに、それ以上何を望むのかというのがありますので、私は国に対して本当にいいのかというのが非常に疑問があります。
　２つ目に、大阪と広島を比べてらっしゃるんですが、一番の問題は、統計上どうなっているかはわかりませんが、930と965を比べて、世帯数がこうだから、その中で広島の場合は滞納世帯数が4万3,000とあるんですが大阪がないんですよね。多分同じような割合ではないかとは思いますが、やはり、そのようなきっちりとした数字を出して、広島が4万3,000で大阪が例えば10万だとしたら、差押が広島は非常に過酷だねということがわかるかもしれませんが、もしも4万3,000くらいの滞納者数だとしたら広島の方が楽だということで、やはり数字を出されるときには議論ができるような形で押さえないと、どうも感情的に物事がいくんじゃないかと思いますので、どうも、ここの所は納得し難いというよりはわからないというのが私の意見です。仰ることはわかるんですよ、わかるんですが、諸般の事情とかを考えると数字というのは作り方によってはいろいろな作り方ができますので、ここだけは根本的な所を押さえてもらわないと、ちょっと議論にはならないのではないかと思います。
都留会長　　他の方はいかがでしょうか。

平本委員　　差押処分を少しでも減らしてほしいと思ってるんですよ。滞納のことをもろもろというように仰ってますが、残念ながら仰ることはわかりますが、私は資料がこれしかございませんでしたから。向井さんから言わせると私は勉強不足なんでしょうが、残念ながらこれしかありませんので、これで話をしていただきたい。残念ながら、差押処分の数が大阪よりも多いと、差押処分の内容はともかく大阪市930件で広島市965件、少しでも減らしてほしい、ゼロにしてくれと言っているんではないんですよ。そこを良く分かってほしい。広島市とか自治体は、どこでも市民を守る。ましては大阪市のように自殺者を出してはいけない。そういう意味合いのことを話してるんですよ。
都留会長　　いかがでしょうか。市のどなたか、差押や滞納についてはどのような状況でしょうか。
糸山局長　　今、大阪と広島の比較ということで、私も資料を持っているわけではないですが、
例えば政令市を見たときに、確かに大阪は人口規模からすると少ない、これは人口規模が違うのにもかかわらず同じ件数、全然分析をしている数字ではありませんけれども、政令市によって随分、極端に言えば多いところもあれば非常に少ない所もあります。そこの分析をしないで議論するのは説明しかねるのですが、いろんな実態があります。ただ、私が申し上げたいのは差押をできるだけ減らして欲しいというご意見がございましたが、我々も差押は減らしていきたい。ただ差押についてご理解いただきたいのは、差押えというのは払わないからいきなり差押というのではなくて、納期限が来て２０日経って督促状を送って、それでも納付がなければ催告書を送って、訪問したり電話したりして、その際に、例えばまったく払う意思がないとか、折衝にまったく応じてくれないというケースが差押に流れていく流れです。いろんな事情の方がいらっしゃると思います。先ほどのお話で100万円のうち60万円取られたというふうなお話がございましたが、個々のケースにもよるんだと思います。差押の際にどの程度差し押さえるのか。いろんな預貯金があるとか財産があるとか給与があるという中で、基本的には差押は回収ということでやりますけれども、例えば、実際にお話をする中で、これを押さえられたら生活がどうにもならないとか、自殺者が出るとかいうような、そこまで何も考えずに差押えることは広島市では少なくともやっていないと思います。ですから差押を少なくしてほしいというのは、ただ、我々がなぜ差し押さえるかというのは財源確保や負担の公平性という意味があります。一つは国保料が高いかどうかという全体の水準の問題がございます。これは非常に大きな議論になりますけども、そういう中で、払っておられる方と払われない方がおられる。生活に困っているということで、一部でもお払いくださいと言っても一切応じないというケースは、そういう場合には差押は必要だと思っています。
　ただ差し押さえるときに、実際どこまで、本当にどうなるんだろうかという所については、いろいろ考えて判断する必要があると理解しております。直接のお答えではないかもしれませんが、広島市としての考え方は以上です。
平本委員　　それで区分していただけますか、大阪は学資保険が別項目であるんですが、広島市の「その他」の中にいっぱい入っているんですよ、新年度からこれをやっていただけますか。
糸山局長　　資料整理の方はやりましょう。今、学資保険の例を出されました、差し押さえる側からすると換金性の高いもの、基本的には家を押さえたり車を押さえたりして、そこから競売にかけてということになりますが、基本的には換金性の高いものを押さえます。預貯金に関しては区別はありません、学資保険だからやめておこうとかいう区別はありませんが、究極の所は、先ほど言いましたように、例えば、来年、大学に上がられるということで入学金を用意していた、では、それを押さえるのかと、いろんな個々の状況を踏まえて、どこまで差押えをするかというのはケースケースの判断になろうかと思います。ただ制度的には負担の公平性の観点から差押は行っていく必要があると考えております。資料はまた整理します。
都留会長　　他の委員の方いかがですか。

平本委員　　この２月に広島市の運営協議会で、広島市健康福祉局保険年金課のこの本をいただきました。３月７日には、広島県医療保険課と広島県国民健康保険団体連合会の会議に出ました。その中で、先ほどの滞納処分の数字がこれには出てきてるんです。県のこの資料に出ているんです。ところが、私の見落としかもしれませんが、広島市の資料には差押、滞納件数がないんです。私は初めて、意識的には滞納処分については頭にありましたが、県の会議に出て初めて実数を知ったわけです。広島市の国保の実態を書いた解説本です。この本の中に、私の見落としかもしれませんが、書いてなければ滞納処分のことを入れてください。お願します。入っていますか。
森川課長　　今は入っていません。

平本委員　　広島市の資料が、市民に筒抜けでなんで県に行くんですか。入れていただけますか。それは前から気付いてらっしゃいましたか。意図的に抜いたのかとも思うんですよ。
森川課長　　件数は広島市の収納対策本部会議でも公表していますので、検討いたします。

平本委員　　先ほどの国庫負担の意見書のことを。

都留会長　　国庫負担のということですね。今の、滞納についての資料がないのでということですよね。市の方の資料に差押の件数を載せてほしいということですね。

糸山局長　　資料については入れます。検討ではなくて入れます。さっき言いましたように数字はいろんな場面で公表していますので。

都留会長　　もう一つは国庫負担のことですが、向井委員の方からは自己責任があるので必要ないというご意見がございましたけれども、他の方の意見はいかがでしょうか。
平本委員　　要は出すか出さないかどっちかなんです、意見書としてですね。
都留会長　　ただ、先ほど向井委員も仰ってましたけれども、全体の中でも医療費の負担が非常に大きくなっているのは確かですよね。健保でも政管健保の負担が国保にも入っているし、健保でも赤字になってる所は大変多いですよね、協会けんぽだけではなくて。

向井委員　　3,000億円の赤字ですからね、それが全部保険料に跳ね返るわけですから。健保だったら3億円くらい増えているんですよ。
平本委員　　国庫負担が保険制度も減らされているんですよね。

向井委員　　国に金があればいいんですが、国が消費税を上げるのか、税と社会保障の一体化がどうなるかわかりませんが、そこの所を決めないと、もともと財源がないわけですから、なんぼやってほしいと言ってもね。
平本委員　　私は、ここで税制の話をするつもりはないんですよ。ここは国民保険の協議会なので、国民保険を良くするようにするのが協議会の場だと思うんですよ。私も税金に対してはいろんな意見がありますが、これをやってたらきりがないんですよ。ですから協会けんぽも組合健保も国から出してほしいというように思うんですよ。いつも言うように憲法２５条２項には、社会保障の向上に努めなければならない、協会けんぽも組合健保も国保も社会保障です。それは法律の前文にも入っていると思うんです。
向井委員　　多数決でやらなければしょうがないですよね。どちらかですから。イエスかノーか、要望書を出すか出さないか。

都留会長　　どういたしますか。多数決にいたしますか。

熊谷委員　　今、多数決ということがありましたが、まだ少し早いのではないかと。私も、この会議に初めて参加させていただいて、今の平本委員の意見も非常によくわかります。まさに国庫負担を増やさなければならないと思いますし、社会保障もそのとおりだと思います。それと、ここで意見書を出すべきかと言われて判断をしろと言われても正直困っている状況です。私も初めて、参考資料２の国民健康保険法第１１条、国民健康保険運営協議会の設置目的ですよね、国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議するために市町村に国民健康保険運営協議会を置くとあります。私は、今日、ここに来たばかりですので、大体は議事録にも目をとおしては来ましたが、まだ流れを知らずに迂闊な発言はできないですけれども、私個人が今までの議論の流れを見てここに臨んで、ここでやるべきことは、そういった一つの仕組みの中で、では広島市の国民健康保険をどうやって運営していこうかということを、いろんな方と知恵を出しながらやっていく会なのかなと思って今日ここに参りました。それで、ここで国に求める意見書を出すのかと、そういう考え方もあるのかと、参考になったわけですが、今、この場で白黒をと言われても難しいので、できれば皆さんの意見がもう少し出るようなお時間をいただけたら個人的にはありがたいかなと、そう感じました。
都留会長　　私も、何年もやっていますけれども、確かに国保も医療保険もそれぞれ矛盾をはらんでいるので、そういう危ういところで議論しているし、市民の側のいろんな話を聞いても負担が高いということは確かだと思うんです。やはり私たち委員は、市民の医療保障、お医者さん方も、保険証持ってらっしゃらない方とか外国人の方とかも多いと思うんですよね。それから三木委員のようにびっくりするような請求がきたという話もあり、なるべくならそういった話をしながら、数字だけの問題で終わりたくないと感じております。だから、いろんな自分の持ち場でこういうこともあるのでとか、この点について市はどうなっているかとか、市民の医療がどうなっているのか、という見地からの話合いが非常に必要かと感じております。数字だけになると空中戦になってしまいますので、具体的にいろんなことを話して、会計だとかについては素人なものですから、やはり医療を守っていくためにはどうしたらいいのか、いや今の現状の財政上の無理はこうあるから、ではどういうふうに妥協していくかと市民の場で話し合うことが必要だと思います。

　他の委員の方も、こういうことも市に検討してほしいと、私たちは代表でないものですから、でも運営ということで委託を受けておりますので、こういうことも調べてほしいとか、そういうことを今日は出して終わりにして、平本委員の方も、先ほど向井委員が言ったように、まだ調べることはあると思うんですよね。いろんなことを調べながら資料を出されることは大変良いことだと思いますので、ぜひこういうこともということがあれば今日出して、また次回ということにしてはいかがでしょうか。
糸山局長　　先ほどの平本委員の趣旨は、この協議会において意思表明をしていくべきだということであると捉えたんですけれども、それでいいでしょうか。ですから、本来は市が協議会の決定に対してとやかく言うことは筋違いかと思いますのと、引き続いてされるということですから、広島市がどうすべきと言うべきではないかもしれませんが、基本的に、そもそも運営協議会は法律で重要事項を審議するために置くということで、基本的にはいろんな立場の方、いろんな専門家の方にお集まりいただいて、運営はどうあるべきということをここでご議論いただいて、理事者である我々が聞いて国保の運営に活かしていくと。運営協議会が我々に物を言うということから離れて、独自に要望書とか陳情書でもって、意見書であれば市議会へ、一つはそういうこの協議会の性格からしてそういうことをするということの議論も、判断のときにはしていだただきたい、これを一言、私の方から申し上げます。
都留会長　　私の解釈は、市の今の財政事情の中だけでは難しいから、という趣旨だろうと思います。他の方の意見もありましたら。
永野委員　　確かに難しい問題だと思うんですよね。今までこの場でも長年やってきたんですけども、国の方向がころころ変わっているのもあり、ずいぶん前は収納率が低いと補助金を落とすぞとか、そういった兼ね合いの中で、ある程度の収納率は確保しておきたいと、でないとどうにもならないと。過去でいえば収納員をたくさん置いて上げてると。ならば費用対効果でいうとどっちがどうなんだという話にもなりますよね。今、局長も十分に言われなかったけれども、こういう問題が起きてきたときに、システムを上げていった時にどういう運用するか、という問題が大きいと思うんですよね。杓子定規に物を図って、こういう範囲でやって終わってしまうと、いろんなところから角が立ってくるんじゃないかと思うんです。局長仰っていたので、お考えになってるんだろうと。だから、差押をするという処分を作ったわけですから、資格証明の話も過去に出ましたよね、資格証明を出すなんてと、弱者切り捨ての論議までいただいたこともありますよ、確かに。現段階としては、この協議会において一つの方向はまだ掴みにくい時点だろうと私は思います。今後、今日出てきた問題についても、引き続いて委員さんからの意見をいただいて、ある程度の方向性、まとまりが付けば、その段階で考えていけばよいのではないかと思います。
都留会長　　いろんな事例を出しながらまた今後ということで、よろしいでしょうか。では、そういうことで、他にご意見があればどうぞ。
向井委員　　先ほど聞けばよかったんですが、はりきゅうの助成金がありますよね。これはどういう経緯でできたのか教えてほしいと。700円で３５回というのはどうなのかというのがありまして、経緯を教えていただきたいと。
森川課長　　このはりきゅう施術費というのは、医療費とは別で、やはり目的は、医療費が掛からないように健康の保持増進を、できれば施術により健康を保ってもらおうという目的になっております。制度開始が昭和４２年度で、その時は１回あたり100円で年間２５回という状況でした。今の３５回、700円になったのが、まず回数は昭和５３年度から３５回になり、300円から400円になりまして、平成９年度から700円になっておりまして、単価の積算や経緯について、いろいろ調べましたけれどもこの程度しか分かりませんでした。他の政令市の状況は様々です。１回　　　　　　1,600円とか、６か月に45回以内とか、これは札幌市ですが、多い所もあれば年６回という所もあります。
都留会長　　向井委員のご趣旨はどうでしょうか。

向井委員　　協会けんぽにしても、まったくそのようなメリットは行っていないんですよ、保険料を払っている人に対して、財源がないということで。そういう中で、こういうものが本当に要るのかどうか。組合健保も景気が厳しいものですからやめているんですよね。そういう中で見直しができるのかどうかと。もともとどのような形で出てきたものなのかお聞きしてから頭を整理したいと思ってお聞きしました。
都留会長　　国保の場合はお年寄りが多いということもありますよね、他の制度と比べてそういうこともありますので、この点についても検討していきたいと思います。他にご意見がないようでしたら事務局から参考資料があるとのことです。
森川課長　　今、国保新聞をお配りしております。こちらの記事は、国民健康保険税の所得割の算定方式を、住民税方式から、平成２５年度からは旧ただし書き方式へ一本化するという内容の地方税法改正案が可決されました。それを受けまして、厚労省も政令を改正して、国保料も同様に改正したいということです。ご存知のように、広島市は住民税方式を採用して市民税所得割で算定しています。本協議会でも、今後ご意見をいただくことになるということで今日は情報提供させていただきましたので、ご覧いただければと思います。以上でございます。　

都留会長　　今日は情報提供ということで、参考資料としてお配りいただきました。

　それでは、これをもちまして、平成２３年度第１回広島市国民健康保険運営協議会を閉会致したいと思います。お疲れさまでした。　
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